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町民一人あたりの公共施設延床面積 

川西町公共施設等総合管理計画の概要 

◎計画策定の背景 

・公共施設等の老朽化対策が大きな課題となっている昨今、本町においても厳しい財政状況が続く中で今後、

人口減少等により公共施設等の利用需要が変化していくことが予想されることを踏まえ、早急に公共施設等

の全体の状況を把握し、長期的な視点をもって、更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行うことにより、

財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適な配置を実現することが必要として、平成 26 年

４月総務省より本計画の策定が要請されたことから本計画を策定するものです。なお、本計画に基づく公共

施設等の除却について、地方債の特例措置が創設（地方財政法改正）されました。 

◎計画の概要 

・今後の少子・高齢化社会、施設の老朽化の進行、厳しい財

政状況等が見込まれる中、本町の公共施設等の基本的な管

理計画を定め、個別の管理計画を策定する際の指針とする

もので、計画期間は平成 28 年度～平成 37 年度までの 10

年間とします。 

◎本町の公共施設の整備状況 

・本町の公共施設は、1970 年代後半から整備量が増加し、

1980年代後半から1990年代前半にピークを迎えました。 

・本町が所有する公共施設の総延床面積は、平成 27 年度末

で 9.7 万㎡弱。内訳は、学校校舎や体育館などの学校教育

系施設が 45.6％と最も多くを占めており、次いで、集会施

設の 13.9％などです。 

 

・本町の保有する公共施設延床面積を県内の町村を対

象に町民一人あたりで比較すると、ほぼ平均に位置

しています。 

◎公共施設等の修繕・更新費の将来予測 

・移転、廃止がすでに決定している旧川西町埋蔵文化

財資料展示館等を除き、現有施設はすべて維持、更

新するものとして費用を算出すると年間平均費用

は 19.0 億円となり、今後の見込みの年間６億円を

大きく超えます。 

建物面積の内訳（公共施設） 
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学校教育系施設 公営住宅 町民文化系施設 社会教育系施設
ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 子育て支援施設 保健・福祉施設 医療施設
行政系施設 公園 供給処理施設 その他

公共施設総延床面積

9.7 万㎡

町民一人あたり

延床面積
5.93 ㎡/人

旧耐震基準(1981年以前) 30,660 ㎡ 31.7 % 新耐震基準(1982年以降) 66,143 ㎡ 68.3 %

延床面積(㎡) 人口（人）

集会施設 13.9%

文化施設 4.8%

博物館等 0.6%

スポーツ施設

7.4%

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ・観光

施設 0.0%

保養施設 2.8%

学校 45.6%

幼保・こども園

4.2%

高齢福祉施設

0.3%

医療施設 3.6%

庁舎等 3.3%

消防施設 1.9%

その他行政系施

設 1.5%

公営住宅 3.1%
公園 1.1%

供給処理施設

3.5% その他 1.5%

上水道施設 0.4%
下水道施設 0.6%

延床面積
96,803.5 ㎡

年度別整備延床面積（公共施設） 



 

 

町 長 まちづくり委員会等 

所管課 

所管課 

所管課 

(事務局) 

未来づくり課 

(仮称)公共施設等管理委員会 

◎個別計画 

（長寿命化計画、施設再配置計画、等） 

副町長(委員長) 

◎少子・高齢化、人口減少社会の到来 

◎施設の老朽化、◎厳しい財政状況 

所管課 
○修繕・更新情報の管理・共有 

○将来の投資見込みの検討 

○施設の再編・再配置の検討 

○管理計画のフォローアップ 

等  

 

◎現状・課題に関する基本認識 

○社会の変化と公共施設に対する町民ニーズ 

・今後は、施設の複合利用、目的替え利用、統廃合など、効率的・効果的な施設のあり方を検討し、既設の公

共施設等を活用するなど行政サービスの確保に努めます。 

○公共施設等の老朽化と更新 

・本町の公共施設は、1950 年代から 1970 年代にかけて建設した川西町役場庁舎や旧川西町立病院、川西町

立小松保育所などが更新時期を迎えていること、1980 年代から 1995 年頃までに整備した川西町民総合体

育館、学校系施設や町民文化系施設の大規模修繕時期を迎えている２つの特徴があります。また橋梁や下水

道施設が 2040 年代以降に更新時期を迎えること等の特徴を持っています。 

○財源の限界 

・今後、少子化に伴う生産年齢人口の減少等により町税収入の減少が懸念されますが、一方で、高齢化に伴う

社会保障費の増大が見込まれます。公共施設及びインフラ全体について、今後 40 年間に掛る経費の総額が

760.2 億円、年平均 19.0 億円が必要であると推計していますが、今後の見込み投資的経費予算額 6.0 億円に

対して３倍以上の額となります。今後の公共施設等に投資可能な経費額については、国・県補助金や有利な

起債の活用を図ることや、実施計画、予算編成で優先度等を決定し、効率的、効果的な投資を行うものとし

ます。 

◎公共施設等の管理に関する基本的な考え方（抜粋） 

○維持管理・修繕・更新等の実施方針 

・施設の重要度や劣化状況に応じて長期的な視点で優先度をつけて計画的な維持・修繕・更新を行います。 

・公共施設の更新にあっては、機能の複合化や将来の改修などに配慮した検討を進めます。 

○統合や廃止の推進方針 

・人口減少時代の到来を迎え、施設の利用頻度が低い施設や老朽化が進んだ施設は、近接する類似施設との

集約化や用途の異なる施設との複合化を検討します。 

◎計画の推進体制（抜粋） 

・計画策定後も社会動向等の変化に対応し、公共施設

のあり方や再配置等を検討するとともに、各課で所

管する公共施設ごとの個別計画（長寿命化計画等）

の策定、実施、進行管理を確実に行います。 

・本計画に基づく取り組みや変更等については議会へ

報告するとともに、外部委員会等に説明を行ってい

きます。また、今後の再配置計画等を実行する際に

は、事前に町民との協議を行うものとします。 
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下水道整備額

上水道整備額

橋りょう整備額

道路整備額

公共施設整備額

用地取得分

新規整備分

既存更新分

ダミー

40年間整備額 760.2 億円

１年当たり整備額 19.0 億円

億円

投資的経費
（将来見込み）

将来の更新費用の推計（公共施設およびインフラ資産） 

計画の推進体制（イメージ）  

 報告 

報告 諮問・答申 


